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[事実の概要]

　Ｙ信用金庫は、国民金融公庫の受託金融機関としてＡに対し２００万円の代理貸付をし、Ａの保証委託に基づき公庫に対するＡの代理貸付債務につき代理業務契約書８条に定める保証をしていたところ、Ａは分割弁済を怠って期限の利益を失い、Ｙ金庫はＡに対し事前求償権を取得した。Ｘ（国）はＡに対する国税債権を徴収するためＡのＹ金庫に対する預金債権を差し押さえ、取立権に基づき、Ｙ金庫に対しその支払を訴求した。Ｙ金庫は右差押え後に公庫に対しＡの貸付残債務の全部を代位弁済し、Ａに対する事前求償権を自動債権としＸの差押えにかかる預金債権を受働債権として対当額で相殺する旨の意思表示をした。ところで、代理業務契約書８条の規定は、「（１）　Ｙ金庫は、代理業務にかかる貸付金債権の５０パーセントについて保証責任を負う。（２）　Ｙ金庫は、貸付金の全部又は一部について最終弁済期限到来後１年を経過してなお弁済がなかったときは、直ちに公庫に対し、当該未収元利金（遅延損害金を含む。）のうち前項に定める保証責任の割合に相当する金額を借受人に代わって弁済し、引き続き当該貸付金債権の管理回収の責に任ずるものとする。（３）　Ｙ金庫は、前２項の規定により保証責任を履行したのち、当該貸付金債権について元利金の回収があったときは、公庫５、Ｙ金庫５の割合によりあん分してそれぞれの債権に充当するものとする。Ｙ金庫が前２項の規定による保証責任の履行により取得した求償権に基づき弁済を受けた金円についても同様である。」というものである。Ｙ金庫は、右規定は、受託金融機関の全額保証を定めたものと解すべきであるから、Ａの預金債権はＹ金庫のした事前求償権による相殺により全額消滅したと主張した。これに対し、Ｘは、右規定は５０パーセントの保証責任を定めたものであるからＹの取得した事前求償権の額も５０パーセントにすぎず、これを超える部分については預金債権は相殺により消滅しないと主張した。

　１、２審とも、右規定は、受託金融機関であるＹ金庫の５０パーセントの保証責任を定めたものであり、１００パーセントの保証責任を定めたものではないとして、Ｙ金庫の代位弁済金のうち２分の１に相当する部分については事前求償権による相殺を認めたが、残余の２分の１に相当する部分についての相殺は許されないとして、Ｙ金庫の主張を排斥しＸの請求を認容した。そこで、Ｙ金庫から上告した。

 [判旨]
国民金融公庫の代理貸付に関する代理業務契約書８条の規定は、国民金融公庫の代理貸付債権の５０パーセントについてのみ受託金融機関の保証責任を定めたものであって、１００パーセントの保証責任を定めたものではない。
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